
事前図面送信票（特定施設入居者生活介護）※既存建物で申請する場合のみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　年　　月　　日

※図面は鮮明なものでお願いします。
送 付 先：川崎市健康福祉局高齢者事業推進課　行き　〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地　　　　　
メールアドレス：40kosui@city.kawasaki.jp
（郵送又は電子メールにて送付してください。送り間違えのないよう御注意下さい。）
	事業所名
	

	法人名
	

	法人担当者
	

	法人担当者連絡先電話番号
	

	事業開始予定月
	

	入　居　定　員
	

	事　業　所　住　所
	


· 以下の項目をチェックした上で、送付して下さい。

	チェック欄
	チェック内容
	備　考

	□
	以下を事前に確認している。※④は該当する場合のみ。
①川崎市有料老人ホーム設置運営指導要綱
②川崎市有料老人ホーム設置運営指導指針（以下、「指導指針）という）
③川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例
④川崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例
	

	□
	事業予定地が市街化調整区域に該当しないことを確認している。
	

	□
	令和３年１２月１日時点で、事業用地の一部又は全部が以下のアからオに記載する区域に該当しないことを確認している。
ア　建築基準法第三十九条第一項の災害危険区域

イ　地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第三条第一項の地すべり防止区域

ウ　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）第九条第一項の土砂災害特別警戒区域

エ　特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第五十六条第一項の浸水被害防止区域

オ　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五十七号）第三条第一項の急傾斜地崩壊危険区域
	

	□
	建物の構造概要を記載している。

	

	□
	指導指針に定めのある設備については、指導指針上の名称を用いており、独自に作った名称
を使用していない。
	

	□
	各室の用途、寸法、縮尺を正確に記載している。
居室については、図面の欄外に面積の算定根拠となる計算式を記載している。

※最少の部屋の居室面積の算定根拠となる計算式を余白に記載してください。
	

	□
	洗面台、手洗い場、トイレの位置及び台所の形状がわかるように記載されている。
	

	□
	同一敷地内で併設サービスを行う場合、サービス毎に専用のスペース（専用の机でも可）を
設ける必要があるが、図面上どのサービスのものであるか明記している。
	

	□
	関係法令（建築基準法、消防法等）の担当課に確認している。また、近隣住民への説明など事業開始にあたっての調整をしている（又は予定している。）。
	

	（確認事項）


※　設備に関して申請前に確認しておきたい事項等がある場合は備考欄・確認事項欄に記載してください。
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